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生物多様性協働フォーラム

５. これまでの取り組みと今後の展望

②生物多様性の主流化に向けた課題と展望（まとめ）
Mainstreaming of biodiversity: Challenges and Prospects

第1回から第10回までの生物多様性協働フォーラム（協働フォーラム）の議論

を踏まえ、COP10後の日本の生物多様性の進捗状況を概観し、現在認識されてい

る課題や解決の視点を整理したうえで、今後のより一層の生物多様性の保全と持続

可能な利用の推進に向けた論点について明らかにする。生物多様性協働フォーラム

において提唱した多様な主体の連携・協働の考え方は、生物多様性に関わる幅広い

ステークホルダーの知識や技術、意識の共有を進め、各主体が持つ強みや弱みを補

完しつつ社会全体として取り組みへの参画を促すことで、これまでの地域における

さまざまな生物多様性の主流化の取り組みを後押ししてきた。さらに、近年におい

ては、生物多様性としての環境問題における対処において、経済、防災・減災等、

さまざまな社会課題に対する解決とあわせて取り組むアプローチが求められる動き

が大きくなってきている。このような生物多様性を起点とした幅広い社会課題の解

決に向けたアプローチを推進するうえでも、多様な主体の協働・連携は一層求めら

れてくるものであり、これまで協働フォーラムを通じて各主体において培われた

ネットワークや知見や技術を活かしながら新たな枠組みをとらえた取り組みが必要

である。

Based on the discussions held at the first to tenth meetings of Biodiversity Collaboration 
Forum, this paper provides an overview of the discussion of biodiversity in Japan after COP 10, 
summarizes the currently recognized issues and the approaches to solutions, and clarifies points of 
discussion for promoting future efforts toward biodiversity conservation and sustainable resource 
use. The idea of cooperation and collaboration among various actors  that was put forward at 
the Forum has underlain various regional efforts to bring biodiversity issues into the mainstream: 
sharing of knowledge, technology, and awareness of a wide range of stakeholders in biodiversity 
issues has been promoted, and various actors have been encouraged to participate in activities 
as members of society, utilizing the strengths of some to cover the weaknesses of others. Also, 
recent years have seen a growing trend in environmental measures for biodiversity conservation 
requiring an approach in which these measures are taken in combination with solutions to various 
society-wide issues such as the economy and disaster prevention/mitigation. Greater cooperation 
and collaboration among various actors is needed in promoting approaches that solve a wide range 
of society-level issues with efforts for biodiversity conservation as starting points. It is therefore 
necessary to utilize the network, knowledge, and methods that have been developed through the 
Forum by various actors and to involve a new framework in efforts.
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生物多様性協働フォーラム（協働フォーラム）は、

2010 年 の 生 物 多 様 性 条 約 第 10 回 締 約 国 会 議

（COP10）を受け、2011年から６年間にわたり関西圏

において開催された普及啓発イベントである。生物多様

性の社会的関心の高まりを契機として、関西から産官学

民の幅広い主体による生物多様性の保全と持続可能な利

用の活動を促すことを目標として掲げて、主に情報発信・

共有に関する活動が行われてきた。

協働フォーラムは当初、企業や地方自治体の生物多様

性の参画推進に力点を置き、生物多様性分野における企

業と多様な主体との連携や関西を中心とした地方からの

優良事例の共有が主な目的であった。そのうえで、関西

広域における生物多様性の課題に取り組む企業や自治体

の増加と、企業間ネットワークの形成の推進が図られて

きた（本特集の「はじめに」（橋本・西田 2018）参照）。

しかし、協働フォーラムの開催を重ねるごとに、生物多

様性に関する知見共有やネットワーク形成のみならず、

生物多様性とさまざまな分野・主体を融合させることで、

環境保全と地域の豊かさを両立させる新たな社会価値を

議論する場として発展してきた（図１）。

協働フォーラムにおける、「多様な主体の連携・協働に

よる生物多様性に関する主流化の推進」が2011年の第

１回から2016年の第10回まで一貫して大きなテーマ

であった（橋本・西田 2018）。連携・協働をキーワード

としながら、１０回の協働フォーラムの講演内容やパネ

ルディスカッションの議論の論点は、開催地の特徴や連

携主体の取り組み状況を踏まえて設定され、地域政策、民

間企業、消費活動、農林水産業、文化、流域管理、テクノ

ロジー等、生物多様性の主流化に関わる多様な切り口か

ら議論が行われた。初年度であった2011年に開催され

た第1回から第3回までの協働フォーラムでは、第１回

の環境省の奥田氏の国内外の生物多様性に関わる動向に

ついての講演を皮切りに、地方自治体に期待される生物

多様性を起点とした地域づくり（（野村・中井 2018）、（山

西 2018）を参照）や、民間企業による先進的な取り組み

（（住田ら 2018）、（佐々木 2018）を参照）が数多く紹

介され、関西において議論されるべき内容が整理された。

さらに、第3回の協働フォーラムでは、兵庫県の井戸知

事と滋賀県の嘉田知事（当時）にも対談いただき、関西圏

における地方自治体と民間企業の連携・協働による活動

の推進に向けた議論が進められた。

２年目となった第4回から第6回のフォーラムでは、

企業や行政とともに、生物多様性の主流化に関わる主要

な主体として、農林水産分野の生産者（（鎌田 2018）を

参照）や地域の市民団体、消費者と連携した取り組み（（鎌

田 2018、宮川 2018）を参照）にも焦点が当てられ、

1 主流化に向けたフォーラムにおける議論

図１　生物多様性協働フォーラムのコンセプト

出所：筆者作成
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これらの主体と連携した優良事例が紹介され、農林水産

業や市民の消費行動における生物多様性に求められる取

り組みが整理された。

第6回には、関西圏において、先進的な生物多様性の

取り組みを進める地域の首長にも登壇いただき、市町村

単位を想定した地域スケールとともに、都道府県を超え

た広域スケールにおける取り組みの重要性が示され、さ

まざまな空間スケールにおける連携・協働の在り方が

議論された。第6回の最後には、第１回から第６回まで

の協働フォーラムの議論がいったん整理され、主要な論

点として以下の６点が整理された。すなわち、①優れた

知見・技術の発信・共有、②生態系サービスを考慮した

経済活動、③広域的な視点を持った水資源の持続可能な

利用、④緩やかな連携の場の構築、⑤防災、医療、エネル

ギー等の広域連携、⑥生涯学習としての交流機会の必要

性、の６点であり、生物多様性の主流化に向けて、従来の

自然環境保全の議論を超えた視点が重要であることが明

らかにされた（図2）。

さらに、第6回協働フォーラムにおいては、上記の6

つの論点において、地域の持続可能な発展を支える生物

多様性を活かすための基盤づくり、連携構築を進める共

通項として以下の３点が事務局から提示され、登壇者や

参加者の間で共有された。すなわち、１．社会システム全

体に浸透させるしくみづくり、２．緩やかな連携体制の

構築と運営計画、３．継続的な生物多様性の普及啓発の3

点である（図3）。そして、協働フォーラムの関係主体も

これらの総括・提言に貢献することを意識し、継続的な

協働フォーラムの開催と共同研究（橋本、西田 2018）を

進めるとともに、それぞれの主体ごとに提言を実現する

ための取り組みを加速させた。

第7回以降の協働フォーラムにおいては、第6回に整

理された論点、総括・提言を踏まえ、文化や流域、テクノ

ロジー等、新たな視点を取り入れることで、さらに幅広

いステークホルダーの参画による生物多様性の主流化の

推進に向けて、より幅広い社会システム、主体と連携し

ていくための議論が進められた。

第7回の協働フォーラムにおいては、開催地である京

都を中心として伝統・文化と生物多様性の関わり（（佐久

間・濱崎 2018）を参照）、第8回は、ウナギを象徴とし

て流域圏をとらえた連携・協働（（上原 2018）を参照）、

第9回は、生物多様性の保全や持続可能な利用を進める

技術、テクノロジー等、多様な主体に向けた生物多様性の

普及啓発を推進してきた。また、第7回以降の協働フォー

ラムでは、関西圏の生物多様性に関わる主体の緩やかな

ネットワークの形成を推進するため、フォーラム形式の

講演・パネルディスカッションに加えて、講演会場に併

図２　生物多様性協働フォーラムのこれまでの論点 図３　生物多様性協働フォーラムの総括・提言

出所：第６回生物多様性協働フォーラムの発表資料より 出所：第６回生物多様性協働フォーラムの発表資料より
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設させる形で関西の生物多様性に取り組む主体にブース

やパネル発表の場を設け、各主体の連携・協働を促す機

会を提供してきた（第9回を除く）。

そして、第10回の協働フォーラムにおいては、生物多

様性の主流化の現状と今後の展開に向けた全体的な議論

が行われた（（佐久間 2018）を参照）。関西地域における

生物多様性保全の現状として、①全国的にも生物多様性

保全のポテンシャルが高い、②先進的な生物多様性の計

画、取り組みが始まった、③社会・経済分野においても

関わりが見いだされ始めた、④関西のステークホルダー

の存在が互いに共有できたことが確認された。つまり、

生物多様性の主流化の起点は構築されつつあるが全体と

してさらなる連携・協働の仕組みが必要であるという現

状が共有され、これらの動きを一層加速させるための社

会の仕組みづくりとして「生物多様性のためのソーシャ

ルデザイン」 をテーマに議論が行われた。講演、およびパ

ネルディスカッションにおいては、博物館のシンクタン

クとしての役割の強化、生物多様性情報の可視化による

地図の活用、経済的なメリットが生まれる事業、長期的

な時間スケールでの持続的な住民参加の推進、世代間の

つながりを創る教育等、生物多様性のソーシャルデザイ

ンの在り方の重要なポイントが整理された。そして、議

論の中では、これらのポイントを踏まえながら、地域が

面白いと感じるストーリーづくりの取り組みをさまざま

な主体と一緒になって続けることが必要であると締めく

くられている。

第１回の協働フォーラムが開催された2011年と現在

の2017年を比べると、当初期待されていた民間企業や

地方自治体の参画も一定の進捗があり、「生物多様性」は

経済・社会の仕組みの中に着実に内在化されつつある。

これらの近年の生物多様性の主流化の動きについて、地

域計画・ガバナンス、および事業活動と消費行動、地域

の保全と持続可能な利用の取り組みの視点から概観して

みたい。

（１）地域計画・ガバナンス

2012年9月、COP10や東日本大震災を踏まえた5

番目の生物多様性国家戦略2012-2020が示され、愛

知目標の達成に向け、国や地方自治体においてさまざま

な施策の展開が進められてきた。この国家戦略では、自

然からの恵みである生態系サービスの需給関係にある地

域を「自然共生圏」としてとらえ、生態系の保全・回復等

の取り組みを地域間の連携・交流により進めていくとい

う考え方が示された。そのうえで、生物多様性の社会・

経済への浸透に重きが置かれ（環境省 2012）、民間企

業、地域産業における生物多様性への取り組み推進や生

物多様性の経済価値の評価が重点的に進められてきた。

さらに、COP10が開催された2010年以降、地域にお

ける生物多様性の取り組みを推進する法制度や指針、ガ

イドラインが、農林水産業や社会資本整備において整備

されてきた。たとえば、環境省では、2011年に地域にお

ける多様な主体の連携による生物の多様性の保全のため

の活動の促進等に関する法律（生物多様性地域連携促進

法）が施行され、地域における多様な主体と連携した保

全活動が行いやすくなり、同法に基づいた地域連携保全

活動が進みつつある（環境省 2013）。また、環境省だけ

でなく、国土交通省や農林水産省においても、緑の基本

計画における生物多様性の確保に関する技術的配慮事項

（国土交通省 2014）、都市の生物多様性指標（簡易版）（国

土交通省 2016）、自然資本を活かした農林水産業の手

引き～生物多様性保全の経済的連携に向けて～（農林水

産省 2015）等、生物多様性に関するさまざまな指針や

指標、ガイドブックを公表しており、これらの指針やガ

イドブックにおいて、多様な主体の連携や協働による保

全や持続可能な利用が推進されている。

地方自治体の取り組み状況としては、生物多様性に関

する地域の総合的な計画である、「生物多様性地域戦略

（地域戦略）」が積極的に推進されてきた。都道府県・市

町村の地域戦略の策定数は、協働フォーラムが始まる以

前の2010年には21件であったが、2016年12月で

は110件まで増加しており、都道府県においては70％

2 生物多様性の主流化の現状
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以上の策定率である（環境省 2017）。特に、関西圏にお

いては、都道府県、政令指定都市の地域戦略の策定率は、

2016年12月にはともに80％以上であり、また市町

村の策定率も全国や関東圏よりも高いこともあり、関西

圏の地方自治体における生物多様性の取り組みは積極的

に進められていると言える。さらに、関西広域連合では、

全国的にも先駆けて、広域的な視点からとらえた生物多

様性上の重要地域の選定や、生態系サービスの定量的な

評価手法の開発、外来生物対策等、都道府県、基礎自治体

を超えた広域的な取り組みも行われている（野村・中井 

2018）。協働フォーラムにおいても、大阪府、徳島県や

京都府、京都市、滋賀県等に主催、共催団体として参画し

ていただき、生物多様性の普及啓発の推進を進めるとと

もに、大阪府で実施されている企業CSR支援のための協

定制度「おおさか生物多様性パートナー協定」をはじめ、

各都道府県においても地域における生物多様性の保全や

持続可能な取り組みを支援する施策や事業を展開してい

る（上原 2018）。

（２）事業活動と消費行動

民間企業においても、2009年の生物多様性民間参

画ガイドラインの公表がひとつのきっかけとなり、生物

多様性に関する取り組みは着実に広がりを見せている

（佐々木 2018、住田ら 2018）。環境省による企業に対

する生物多様性に関するアンケート調査（環境省 2013）

によると、企業経営において、生物多様性の保全と持続

可能な利用について、「方針を定めている」「方針を定める

方向で検討」と回答した事業者は81.1%、また、方針を

定めている事業者のうち、生物多様性に関する取り組み

の実施に向けた定量的・定性的な目標を設定している事

業者の割合は55.6％となっており、生物多様性の企業活

動における位置づけは明確になりつつある。協働フォー

ラムにおいては、金融、ゼネコン、製薬・化学・住宅・製

紙メーカー、ホテル、農林水産業等、多岐にわたる業種業

態の民間企業に生物多様性の保全と持続可能な取り組み

を紹介いただき、企業経営、事業と一体となった生物多

様性の取り組みが浸透しつつあることが認識された（西

田・橋本 2018、宮川 2018）。これらの先進的な多く

の企業においては、生物多様性を単なる社会貢献として

の文脈の中だけではなく、持続可能な社会構築に向けた

企業の社会的責任として位置づけ、企業の事業活動と生

物多様性の関係を明らかにし、各社の事業の特徴や特性

を活かした取り組みが展開されている（佐々木 2018、

住田ら 2018）。

（３）地域の保全活動や持続可能な利用

行政や民間企業だけでなく、地域社会においても着実

に生物多様性の保全活動や持続可能な利用に向けた取り

組みが広がり、消費者である市民の意識も変わりつつあ

る（宮川 2018、佐久間・濱崎 2018）。農山漁村におい

ては、生物多様性の保全と持続的な利用に配慮した農林

水産業に注目が集まり、生物多様性を象徴とした地域づ

くりやまちづくりが進んでいる。全国的にも先進的なま

ちづくりのモデルとなっている「コウノトリ育むお米」を

はじめ、滋賀県が立ち上げた琵琶湖の保全活動と生物多

様性に配慮した農業支援を推進する「魚のゆりかご水田

プロジェクト」や、京都府や京都市が支援するアユをシン

ボルとした淀川における魚道の設置や各種調査や川魚の

試食会の開催、徳島県鳴門市のコウノトリの保全と地域

の特産物であるレンコンのブランド化「コウノトリおも

てなし」等、生物多様性保全と利用を結びつけた地域活

性化の取り組みがさまざまな地域で始まっている（上原 

2018、宮川 2018、鎌田 2018）。そして、多くの地域

づくりと生物多様性の連携の起点となっている取り組み

として、行政やNPO等が中心となった保全活動やモニタ

リング調査が各地域で進められてきた。大阪では大阪湾

再生行動計画の一環として、多様な主体が参加した大規

模な市民参加型モニタリング調査「大阪湾生き物一斉調

査」が2007年以降定着した取り組みとなり、学術的に

も貴重な情報を提供している（山西 2018）。また、モニ

タリング調査とともに、地域の希少な野生動植物の保全

活動をNPO、企業、行政、地域住民等が連携して取り組

む動きも活発化してきている。淀川のイタセンパラの保

全活動や大阪ガスの事業所における希少植物の保全活動
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においては、行政や環境保全団体のみならず企業や地域

住民も参加する体制を構築し、持続的な保全活動が展開

されている（上原 2018、住田ら 2018）。

協働フォーラムでは、これらの関西における先進的な

取り組み事例や技術・知見を第一線のさまざまな専門家、

実務家にご紹介いただき、関西を中心とした生物多様性

に関わる幅広い分野の数多くの主体が知識・技術や意識

について共有する機会となることで、これらの取り組み

の後押しになったと自負している。実際、生物多様性協

働フォーラムにおいても、多様な分野の専門家、主体（行

政、企業、大学、市民団体、個人）が特定の分野に偏らず、

述べ2,200名という非常に多くの方々に参加いただき、

各参加者の生物多様性に対する関心の向上につながった

ことがアンケート調査でも明らかにされており、関西圏

の生物多様性の主流化に対する一定の役割を担ってきた

と考えられる（西田・橋本 2018）。

生物多様性が社会・経済活動の仕組みに少しずつ組み

込まれつつある一方で、本特集の各執筆者からも示され

ている通り、COP10の開催後に期待された生物多様性

の主流化の理想像には至っていないという認識や指摘も

多い。これらの示唆を踏まえて、現在の生物多様性の主

流化における課題と、今後解決に必要となる視点を整理

しておきたい。特に、協働フォーラムの参加者アンケー

ト調査（西田・橋本 2018）においても、生物多様性の

推進に向けた課題認識を尋ねる設問をみると、2011年

から2016年までの5年間で課題となる項目や、その数

に大きな変化が見られず、関係者の課題認識の変化して

いない可能性が示されている。また、本アンケート調査

の自由回答においても、近年の生物多様性の認識や取り

組みに対する停滞感の指摘や課題は数多く寄せられてお

り、協働フォーラムの登壇者や関係者においても共通の

課題として認識されている。

（１）生物多様性の認識・関心の低下

まず、生物多様性の主流化の課題として、国民の認識

や関心の低下があげられる。これに関して、内閣府の環

境問題に関する世論調査が頻繁に引用され、「生物多様

性」の言葉の認知度が低下していることが懸念されてい

る。実際、COP10前の2009 年の調査では、「言葉の

意味を知っている」と「意味は知らないが、言葉は聞いた

ことがある」をあわせて36.4％であったが、COP10後

の2012年の調査では、55.7％まで増加したものの、

2014 年の調査では、46.4％と減少している（内閣府大

臣官房政府広報室 2014）。また、同様に「愛知目標」の

言葉の認知度も、2012年の18.3％から、2014 年に

おいては11.5％に減少している。これらの言葉の認知

度の低下については、さまざまな解釈がなされているが、

自然環境分野の関係者の間においては生物多様性に関す

る社会全体の関心の低下が強く実感されている。

しかしながら、生物多様性の言葉の認知度低下に関し

ては、これまでも数多く指摘されてきたが、一方で自然

共生社会への理解や、自然とのふれあい、自然からの恵

み等、生態系サービスに関する国民の意識や要請は未だ

に高いともとらえられる。このような生態系サービスを

活かしながら、生物多様性の保全や持続可能な利用を推

進する取り組みは、環境省においても「つなげよう、支え

よう森里川海プロジェクト」をはじめさまざまな取り組

みを始めており（岡野・笹渕 2017）、関西広域連合から

は「関西の活かしたい自然エリア」を公表する（野村・中

井 2018）等、全国各地において始まっている。COP10

における社会的盛り上がりによる認知度だけに目を向け

ず、豊かな自然環境を活かすアプローチを取ることで、

幅広い層の共感を得ながら生物多様性の保全と持続可能

な利用を促していく取り組みに期待されている。

（２）地域計画・事業の伸び悩み

COP10以降、生物多様性に関する行政の取り組みに

ついては、前述の通り、一定の進捗がみられているもの

の、愛知目標の達成に向けた事業展開は十分とは言えな

い。特に、地域における重要な計画と期待されていた、地

方自治体の生物多様性地域戦略は、2016年12月時点

において都道府県や政令指定都市ではおおむね80％が

3 現在の課題と解決に必要な視点
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策定しているものの、それ以外の基礎自治体（市町村）に

おいては、未だ策定割合は数パーセントと低く、年あた

りの策定数も近年伸び悩んでいる傾向にあり、必ずしも

国全体としては地域における生物多様性の政策的位置づ

けが十分に進んでいない可能性がある。環境省が2017

年に公表した「生物多様性地域戦略のレビュー（環境省 

2017）」においても、市町村の生物多様性戦略の策定率

が低いことが示されており、生物多様性の認知度の低下

を含めて厳しい状況であることが明らかにされている。

また、生物多様性地域戦略等、行政計画において生物多

様性の政策的位置づけを行った自治体においても、生物

多様性の保全や持続可能な利用を推進する施策や事業を

実現する人員や予算を十分に確保することが難しいとい

う意見がしばしば聞かれる。実際、協働フォーラムのア

ンケート調査においても、地方自治体の担当者から事業

実施に向けた体制の整備や予算が生物多様性に関する施

策や事業の展開を進めるうえでの大きな課題となってい

ることがうかがえる（西田・橋本 2018）。しかしながら、

関西の地方自治体は限られた政策資源においても、決し

て停滞している訳ではない。本特集においても多数紹介

されているが、大阪府の民間企業とのパートナーシップ

協定や滋賀県の生産者に対する生物多様性配慮の農業へ

の支援をはじめ（上原 2018）、行政だけでなくさまざま

な主体の連携協働を進めることで効果的な取り組みが進

められており、着実に社会経済活動における生物多様性

の浸透が図られている。

（３）企業活動における浸透不足

民間企業の生物多様性の参画も大手企業を中心に大き

な進展があったが（住田ら 2018、佐々木 2018）、生物

多様性の重要性は浸透しつつあるものの、実際の取り組

みに関しては企業ごとに大きな違いがみられることが明

らかになっている。生物多様性に関する方針を定めてい

る企業が53.9％であるが、実際に取り組みを行っている

企業は45.3%である。さらに、特定の業種においては高

い割合で取り組まれているが、農業や水産業、サービス

業等では割合が低く、従業員規模によっても大きな違い

がみられる等、企業の業種業態によって偏りがある（環

境省 2013）。さらに、先進的な生物多様性の取り組み

を進めてきた企業においても、中長期的には重要な取り

組みであると認識されながら、直接的、短期的には利益

につながりにくいものであることから、国内需給の変化

やグローバル競争の激化等、経営環境が厳しくなる中で、

取り組みの継続性を担保することが難しくなりつつある

（住田ら 2018、佐々木 2018）。これらの課題の解決に

おいては、収益性のある事業と生物多様性の取り組みの

関係性を可視化しつつ、企業が取り組む生物多様性のプ

レミアム価値を反映させることが求められる。そのため

にも、企業単独ではなく多様な主体とのより一層の連携

協働の機会が求められている。

（４）地域の保全活動の停滞

生物多様性の社会的な関心の高まりは、環境意識の

高い市民団体や農林水産業の生産者等、地域の保全活動

の担い手を増やし、里山保全や森林整備等地域の保全活

動も活発化させてきた。さらに、生物や環境調査の技術

革新も進み、市民参加型モニタリング調査等の新しい取

り組みも現れてきている。しかしながら、ここ数年の間

に人口減少・高齢化の影響を受けて、将来的な見通しが

厳しくなってきたという話が頻繁に出てきている（宮川 

2018）。地域の保全活動団体の多くにおいて、構成員の

高齢化が進みつつあり、事業の世代継承がうまく進んで

おらず、これまで継続的に行われてきた里山の管理や希

少動植物の保全の取り組みが進められない可能性が出て

きている。さらに、農林水産業の生産者においては、人口

減少・高齢化の影響を本格的に受けており、消費者の需

要が高まって、生物多様性保全によるプレミアム価値の

高い生産活動が見えていても、保全活動に伴う労力的な

コストの大きさから諦めざる得ない状況も出てきている

（宮川 2018）。また、全国的に問題が顕在化している農

山村における土地所有者不明の問題も、持続可能な農林

業経営を阻害しており、豊かな生物多様性、生態系サー

ビスを供給する適切に管理された農地や森林が失われる

要因となっている。
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人口減少・高齢化に起因する課題については生物多

様性分野だけでは対応しきれないところも大きいが、生

物多様性保全のプレミアム価値の確保といった収益性

（佐々木 2018、鎌田 2018）とともに、保全活動の労

力的なコストの低下を進める技術や方策が求められてく

る。近年、既往の自然再生技術も地域の実情にあわせた

手法が磨かれているうえに、保全活動の現場においても

ドローン、環境DNAの導入等、技術革新による労力的な

コストを下げる手法の導入が進みつつあり、これらを適

切に組み合わせることで効果的かつ、効率的な保全活動

を進めていく余地はある。

これらの取り組みを概観すると、生物多様性の社会へ

の主流化については一定の成果が得られたととらえられ

る一方で、第１回の協働フォーラムを開催した時点にお

ける理想像に到達したと断言できる状況にあるとは言い

難い。しかしながら、各地域やそれぞれの主体において

連携や協働がキーワードとなり、新たな取り組みの方向

性が見えつつある。そして、これらの方向性を確認しな

がら、これまで培ってきた連携のネットワークを基盤と

して、より一層の生物多様性の保全と持続可能な利用を

推進するフレームワークを議論することが求められてい

る。

「生物多様性の主流化」の新たな方向性について議論

するうえで、協働フォーラムを開始した2011年から第

10回を終えた2017年までの期間において、生物多様

性を巡る国内外の状況の大きな変化や、人々の生物多様

性に対する理解や認識を押さえておく必要がある。

近年の生物多様性を巡る社会的動向に関しては、人口

減少・高齢化による担い手の不足、未利用地の拡大、お

よび、グローバル経済の拡大に伴う経済需給の変化、気

候変動等による災害リスクの高まり等、自然環境保全以

外の社会的課題の顕在化に目を向ける必要がある（西田 

2017）。つまり、「生物多様性の主流化」の一層の推進に

おいては、国内外の社会的な関心を的確にとらえた国民

の幅広い層への生物多様性の重要性についての理解や意

識の向上を進めるとともに、さまざまなスケールにおい

て生物多様性の保全と持続可能な利用を推進しつつ、自

然環境のみならずさまざまな社会経済的課題を解決して

いくアプローチが求められる。

実際、ここ数年、さまざまな領域において、「生物多様

性」というキーワードとともに、自然環境の重要性につい

て国民に理解されやすい新しい概念や考え方が広がりつ

つあり、さらにさまざまな社会的課題に対して複合的な

取り組みが始まっている。たとえば、生物多様性の重要

性を説明する際、従来は「生物種や生態系は希少である

（希少になりつつある）」、もしくは「生物多様性は、生態

系サービス（自然の恵み）の源泉である」といった理由を

用い、生物多様性という人間以外の存在を守る必要性を

訴えることが多かった。しかし、近年では、「自然資本」、

「グリーンインフラ」といった生物多様性から生み出され

る資源や便益を強調し、生物多様性からの恵みを活用す

るための概念や考え方が受け入れられつつある。このよ

うな新たな概念、考え方は、「生物多様性の保全や持続可

能な利用」と相反するものではないが、いわゆる自然環境

に関心の高い主体だけでなく、幅広い主体に対してもよ

り直接的にその重要性を訴えかけられるという点で生物

多様性の主流化に貢献すると期待される。このアプロー

チは、生物多様性の主流化を阻害する要因としてしばし

ば指摘される、「生物多様性のわかりにくさ」とともに、

「生物多様性の保全と持続可能な利用に貢献する社会経

済の仕組みの構築の難しさ」（岡野・笹渕 2017）の解消

にも貢献すると期待される。

また、社会課題の複合的な解決を目指すアプローチ

も進みつつある。たとえば、2015年の国連防災世界会

議において採択された「生態系を活用した防災・減災

（Eco-DRR）」の概念は、自然環境の機能や土地特性を活

用した地域において防災・減災の取り組みを進めるもの

であり（中山 2015）、環境保全と自然災害への対応と

いう異なる社会課題を解決するアプローチである。さら

に、2015年に国連で採択された「持続可能な開発目標

4 今後の「生物多様性の主流化」推進に
向けた展望
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（SDGs：Sustainable Development Goals）」は、国

内外共通の企業、地域における社会的目標になりつつあ

るが、多様な社会課題を並列で示すことで、各主体が複

合的な課題解決へのアプローチをとらえやすくなってい

ることが特徴である。欧米の環境先進地域だけでなく、

開発途上国においても、さらにはわが国においてもそれ

ぞれの国や地域が抱える課題は一層複雑化しつつあり、

環境保全が目的となったアプローチだけでなく、環境保

全をツールとしてもとらえた複合的な社会課題の解決を

目指すアプローチがさらに求められており、自然環境の

問題に関してより多面的に見ていく流れは必要不可欠で

ある。

さらに、生物多様性の社会・経済における浸透を一層

進めるためには、政策や事業の持続性を担保する人的、

および経済的な資源の確保の議論は避けては通れない。

本稿の現在の生物多様性の課題の整理でも明らかなよう

に、生物多様性に関わる主体の人的、および経済的な資源

は厳しい状態にあり、これまでの活動や取り組みを維持、

発展させるためには新たな資源を動員するアプローチの

開発が強く求められている。COP10における「生態系と

生物多様性の経済学（The Economics of Ecosystem 

and Biodiversity）」（TEEB 2010）の報告以後、生物

多様性の資源動員に関しては民間資本、公的資本を問わ

ずさまざまな手法が提案され、一部においてはわが国で

も実施されてきたが、十分に機能しているとは言い難い。

一方で、近年においては、森林環境税等の新たな税制構

築や、公有地における民間活用の推進、違法木材対策等

の新たな規制、土地所有者不明問題への対策等、生物多

様性の資源動員にも関わる新たな社会制度の整備や議論

が進んでいる。生物多様性の保全や持続可能な利用を一

層推進するためには、これらの社会制度の整備や議論に

おいて生物多様性とのかかわりを明確にしつつ、各テー

マにおいて認識されている社会課題の解決とあわせて議

論を深めていく必要がある。

こういった社会情勢、要請を踏まえ、これまで協働

フォーラムにおいて議論、実践してきた「多様な主体の

特性や能力を活かした緩やかな連携と協働の推進」は、こ

れまでより多様な空間や時間スケールにおいて、またよ

り幅広い社会的な課題に対処する場面においても、今後

一層必要になってくると考えられる。協働フォーラムを

通じて共有された幅広い主体のネットワーク、知見を基

盤としながら、より幅広い社会課題とのつながりにも目

を向けて、新たな枠組みを再構築し、これまでの取り組

みの持続性を担保する資源確保に向けたさまざまなアプ

ローチを模索しながら「生物多様性の主流化」を推進する

取り組みに今後も取り組んでいきたい。
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